
前半は、菊田直樹弁護士から、「奨学金問

題について ～今、若者たちに何が起こって

いるか～」というテーマで、現在の日本学生

支援機構が行っている大学生向けの奨学金制

度の概要と問題点について、報告がありまし

た。以下は、奨学金の負担に苦しむ人たちの

声（事例）の一部です（日弁連主催の奨学金

制度に関する院内学習会資料より）。

〇「奨学金という名の借金が増えるのが怖く

て、アルバイトを増やしたら授業がままな

らなくなり、大学を辞めた。」

〇「離婚や仕事の不安定などが重なり、うつ

になって支払いが苦しくなった。無理して

返済を続けていたが、精神的にも追い込ま

れて、自己破産した。」

→近年、20～30歳代の自己破産が増えてい

る。20歳代後半で500万円の借金などのケー

スもある。

〇「失業中で、返還猶予の年数も使い切った

ので、連帯保証人である父に請求が来てい

る。いずれは、保証人であるおじにも迷惑

をかけることになる。自分が死んで支払い

を免れることができるのであれば、いっそ

死んでしまいたい。」

→年金生活者である父親まで自己破産す

ると、資産（住居など）が差し押さえられ

るので、生活に困る。なので、本人が無理

して返還し続けているというケースもある。

「非正規の職員・従業員として初職に就い

た者」の割合は、20年間で13.4％から39.8

％へと急増しています。また、学生生活費

における家庭からの支援が年々減少し、奨

学金を受けられなかった場合の修学が「著

しく困難（不可能）」が50.79％、「困難」

と合わせると85.62％にのぼります。大学

の学費（入学金や授業料等）は、国立大学

の場合、40年間で入学金は5万円から28.2

万円に、年間授業料は1.2万円から53.58万

円に激増しています。これらの結果が、大

学生の2人に１人が奨学金を借り、約300万

円の借金を抱えて卒業するが、卒業後は3

人に１人が非正規雇用であり、8人に１人

が滞納・返還猶予の状態にあるという状況

なのです。

後半は、水谷英二司法書士から、奨学金の

返済に困ったときの自己破産等のことについ

て解説をしていただきました。

借金（奨学金は借金です！）をするときに

は連帯保証が必要です。

〇個人保証…連帯保証人と保証人が必要。連

帯保証人は、債務者とほぼ同等の責任を負

う。

〇機関保証…保証機関が連帯保証をする。一

定の保証料を支払う必要があるが、返還で

きなくなったときなどは、本人の問題で済

む（いざとなれば、本人が破産することで

債務を免れられる）。

返済が滞ると、債務者にすぐに督促が来る

（延滞翌日から日割りで延滞金が付く）→連

帯保証人に連絡が来る→保証人に連絡が来る

→（それでも返せなければ）裁判→（それで

も駄目なら）差押も。返済が難しいと思った

ら、絶対に放置せず、すぐに返還猶予制度等

の手続きをすることが大事です。返還猶予制

度は、延滞が１か月でもあると使えません

（滞納分をまず返さないといけない）。しか
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し、返還猶予制度も年数の上限があるので、

終的には、以下のような解決方法がありま

す。

①自己破産…司法書士や弁護士に依頼（20～

30万円）して裁判所に申立て。本人の借金

はゼロになるが、連帯保証人・保証人の債

務は残る。

②任意整理…簡単に言えば、借金について、

相手と交渉する作業。司法書士や弁護士に

代理人を依頼（２万円位）する。将来の利

息はカットされ、元金のみ支払っていく。

③民事再生…借金の一部は支払い、それ以外

の借金はなくす。例えば、住宅ローンは支

払うことにすれば、家を失わずにすむ。

④特定調停…利息だけがなくなる。自分で簡

裁に出廷し、2～3か月かかるが、500円で

できる。

自己破産は、土地・建物等の資産を失うこと

や、官報に住所・氏名が掲載されるというデ

メリットがありますが、官報を見る人はほと

んどいません。また、クレジットカードがし

ばらく作れない・借金が一定期間できない等

のデメリットもありますが、これは、任意整

理でも同じです。何よりもいいことは、これ

らの手続きに入ると、督促がピタッととまる

ことです。まずは、奨学金問題ネットワーク

（弁護士や司法書士など専門家の集団です）

に相談しましょう！

以上のような奨学金問題を解決するには、給

付奨学金の拡充や学費を下げることなどの施

策が求められます。公財政教育支出の対GDP

比を、現在の3.8％からOECD平均並みの5.6％

にすれば、これらの施策は十分可能となりま

す。じゃあ、財源は？―パナマ文書で明らか

になったのは、何百兆円もの日本への納税を

免れていたという事実。希望はあるのです！
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